予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費
	事業名　新河川遡上アユ親魚養成技術実証事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　農政部　里川振興課　水産振興室　水産係　電話番号：058-272-1111（内2913）

　　　　　　　　　E-mail：c11428@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 4,500千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
近年、冷水病の発生等により、本県河川漁業の最重要魚種であるアユの漁獲量が減少している。その漁獲量を回復させることを目的として、県魚苗センターにおいて、冷水病菌を持たない放流用種苗の生産能力を増大する整備事業を進めている。その中で、天然遡上アユ由来の放流種苗を安定生産できるよう魚苗センター関事業所に遡上稚アユを親魚まで養成する施設を整備中である。
完成後の施設を円滑に稼働させるためには、現在の河川で漁獲された親魚から人工授精による生産体制を、遡上稚アユを効率的に捕獲し、親魚まで事業規模で育成する技術の確立が必要である。これにより、親魚の安定確保と計画的な生産が可能となる。
（２）事業内容

○実証規模での親魚養成技術の確立 
　・　完成後の親魚養成施設を円滑に稼働させるため、技術的知見のない遡上稚アユからの親魚養成技術の確立を目的に、平成29年度は、現在、生産している放流用稚アユを用いて、実用規模での親魚養成を行い、技術的課題等について検証を行う。
○河川遡上稚アユ捕獲・育成技術の開発
・　河川遡上稚アユを効率的に捕獲するため、その捕獲場所、捕獲に最適な時間帯、使用する漁具・漁法の選択、必要人数等について検討を行う。
· 　捕獲した稚アユの冷水病菌等に関する保菌リスク評価を行うとともに、実験水槽での試験飼育により、親魚までの生残状況や成熟時期等について検証し、実用規模での親魚育成に係る基礎資料とする。
（３）県負担・補助率の考え方

新たなぎふ農業・農村基本計画の重点施策「鮎王国ぎふ復活プロジェクト」（平成28年3月策定）の中核事業である「魚苗センター種苗生産能力増強事業」において整備する親魚養成施設の円滑な稼働に必要である。
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	42
	業務旅費

	需用費
	294
	消耗資材費等

	委託費
	4,144
	魚苗センターでの実証飼育（魚苗センター）　4,020
長良川河口堰での捕獲（長良川漁協）　　　　　124

	その他
	20
	通信運搬費、有料道路使用料

	合計
	4,500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置付け
　〇ぎふの農業・農村基本計画（平成28～32年度）
　　第５章　政策の方向性
　　　２　売れるブランドづくり
　　　（３）鮎王国ぎふの復活（漁獲量の増加）
（２）国・他県の状況
　　近年、冷水病菌に感染しているものが多い琵琶湖産アユから、自県産アユ（海産系）を放流用種苗として生産・供給している県が増加している。　
（３）後年度の財政負担
　　親魚養成施設が円滑に稼働し、放流用種苗が安定的に供給可能となる平成32年度を目途に、平成29年度より3カ年の実証育成に係る経費を負担するものである。
（４）事業主体及びその妥当性
　　（一財）岐阜県魚苗センターへの親魚養成施設の整備は、県事業として実施しているため、当該施設の円滑な稼働に係る実証は、県の負担で実施する。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　アユの漁獲量を魚苗センターの増築・改修計画（第一期工事）が終了し、施設が本格稼働する平成32年までに生産量を12ｔ増加させることで、河川漁業における漁獲量を350ｔに増加させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	魚苗センター生産量
	60t
（H25）
	（H  ）
	60t
（H25）
	60t
（H26）
	72ｔ
（H32）
	％


	漁獲量

	218t
（H25）
	（H  ）
	218t
（H25）
	218t
（H26）
	350ｔ
（H32）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

魚苗センターの親魚養成施設と種苗生産施設を整備するための実施設計を行った。



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　既存の種苗生産施設と合わせて、施設稼働後に72tを生産するために必要な遡上稚鮎を2万尾と算定した。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	鮎が岐阜市レッドリストの準絶滅危惧種となるなど、鮎の漁獲量の減少は社会問題化しつつある。天然遡上アユ由来の人工産種苗の生産を拡大して放流するという本事業の取組みは、天然遡上アユの増加を促進するだけではなく、世界農業遺産の申請においてＰＲしている長良川システム（里川における人と鮎のつながり）を推進するものであるため、県が実施する必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
計画的に産卵時期を調整するための日長処理条件等を確立する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

病原体を保菌していない優良なアユを放流することにより、河川への病原体の持ち込みを減らし、病気の発生を抑制することにより、漁獲量の増大、さらには遊漁者の増加を図り、アユ漁業の振興を推進する。


